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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第14期 

第１四半期 
連結累計期間

第15期 
第１四半期 
連結累計期間

第14期

会計期間
自 2018年４月１日 
至 2018年６月30日

自 2019年４月１日 
至 2019年６月30日

自 2018年４月１日 
至 2019年３月31日

営業収益 (千円) 1,502,523 1,541,597 6,267,943

経常利益 (千円) 275,202 281,441 1,154,017

親会社株主に帰属する 
四半期(当期)純利益

(千円) 190,174 196,534 802,992

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 191,244 195,521 803,430

純資産額 (千円) 3,318,759 3,908,506 3,962,774

総資産額 (千円) 12,674,989 13,758,588 14,873,137

１株当たり四半期(当期)純利益 (円) 27.33 28.06 114.88

潜在株式調整後１株当たり 
四半期(当期)純利益

(円) － － －

自己資本比率 (％) 26.1 28.3 26.6

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．営業収益には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

４．当社は、株式給付信託(Ｊ-ＥＳＯＰ)を導入しております。１株当たり四半期(当期)純利益の算定上の基礎

となる普通株式の期中平均株式数については、本制度の信託財産として、資産管理サービス信託銀行株式会

社が保有する当社株式を控除対象の自己株式に含めて算定しております。

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが営む事業の内容について、重要な変更はありません。また、

主要な関係会社における異動もありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

(1) 財政状態及び経営成績の状況

当第１四半期連結累計期間における我が国経済は、政府の金融・経済対策を背景とした企業業績の緩やかな回復

基調を基に、雇用・所得環境の改善傾向が続きました。しかしながら、米中貿易摩擦の長期化や中国経済の減速、

金融資本市場の変動などによる影響により、先行きは不透明な状況が続きました。

また、当社グループの主な事業分野であります住宅関連業界におきましては、政府による住宅取得支援策やマイ

ナス金利の継続を背景に、住宅取得に関連する需要には底堅い動きが見られましたが、金融機関の融資姿勢の厳格

化などの影響により、新設住宅着工戸数は減少傾向で推移しました。

このような事業環境のもと、当社グループは『ＭＳＪグループ中期経営方針(2019年度～2021年度)』に従い、グ

ループ各社がそれぞれの戦略を基に各種事業を推進いたしました。

ａ.財政状態

当第１四半期連結会計期間末の資産は、前連結会計年度末と比較して1,114,549千円減少し、13,758,588千円とな

りました。主な要因は営業貸付金が152,610千円増加する一方、現金及び預金441,253千円、売掛金148,388千円、営

業未収入金749,890千円の減少によるものです。

当第１四半期連結会計期間末の負債は、前連結会計年度末と比較して1,060,281千円減少し、9,850,082千円とな

りました。主な要因は営業預り金が175,690千円増加する一方、買掛金205,573千円、短期借入金897,160千円、未払

法人税等151,557千円の減少によるものです。

当第１四半期連結会計期間末の純資産は、前連結会計年度末と比較して54,267千円減少し、3,908,506千円となり

ました。主な要因は利益剰余金53,254千円の減少によるものです。

ｂ.経営成績

当第１四半期連結累計期間の経営成績は、営業収益1,541,597千円(前年同期比2.6％増)、営業利益281,365千円

(同2.3％増)、経常利益281,441千円(同2.3％増)、親会社株主に帰属する四半期純利益196,534千円(同3.3％増)とな

りました。

セグメントの経営成績は、次のとおりであります。

① 住宅金融事業

住宅金融事業におきましては、主力商品であるフラット３５の融資実行件数は堅調に推移しました。また、前連

結会計年度より新規商品として取扱いを開始したフラット併用プロパー住宅ローン「ベストミックス」の融資実行

件数も大幅に増加し、収益性の向上に寄与いたしました。

このような状況のもと、様々な住宅ローンニーズに対応した幅広い住宅金融商品として「ＭＳＪプロパーつなぎ

ローン」、変動金利・固定金利選択型「ＭＳＪ住宅ローン 十色(トイロ)」、既存住宅流通活性化を促進するための

宅建事業者向け融資「ＭＳＪ買取再販ローン」、シニア層向けの「ＭＳＪ高齢者一括返済型住宅ローン（ＭＳＪリ

バースモーゲージ）の取扱い件数も大きく増加し、住宅金融商品のラインナップの充実に取り組んでまいりまし

た。

また、お客様の利便性向上及び事務の合理化を進めるため、金銭消費賃借契約書の電子契約サービスを開始いた

しました。

この結果、当第１四半期連結累計期間における営業収益は593,793千円(前年同期比13.1％増)、営業利益は

159,592千円(同1.8％増)となりました。
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② 住宅瑕疵保険等事業

住宅瑕疵保険等事業のうち、住宅瑕疵担保責任保険事業については、戸建住宅の住宅瑕疵保険販売の拡大と強化

を推進するため、一般社団法人住宅技術協議会が提供する地盤保証と同時提案を行う等、他社との差別化を前面に

打ち出した積極的な営業展開による新規顧客の獲得、かつ主要取次店との連携強化にも注力した事業活動を継続し

て行ってまいりました。

その他事業につきましては、住宅瑕疵担保責任保険を基盤とした、地盤保証取次、住宅性能評価等の各種サービ

スを併せた多種目販売の推進により、収益性の向上に向けた取り組みに努めました。

また、既存住宅においては延長保証保険などを活用したストック循環型ビジネスへのサービス支援の仕組み形成

を進めてまいりました。

これらの取り組みにより、当第１四半期連結累計期間における住宅瑕疵保険等事業は堅調に推移し、収益に寄与

いたしました。

この結果、当第１四半期連結累計期間における営業収益は828,221千円(前年同期比3.5％減)、営業利益は106,515

千円(同0.3％減)となりました。

③ 住宅アカデメイア事業

住宅アカデメイア事業におきましては、前連結会計年度に収益性を強化した事業基盤であります住宅事業者向け

システムプラットフォーム提供業務とこれに連動する住宅メンテナンス保証プログラム並びに住宅リペアサービス

保証プログラム等の販売展開に注力し、更なる事業の成長と前進に努めました。

また、住宅事業者向けサポートサービスであります住宅フルフィルメント業務につきましては、まるはびシェア

ビジネスの３つの拠点(class vesso西軽井沢・SHARESラグーナ蒲郡・class vesso蓼科)の運営・営業サポート業務

の安定化を推進してまいりました。

これらの取り組みにより、当第１四半期連結累計期間における住宅アカデメイア事業は堅調に推移し、収益に寄

与いたしました。

この結果、当第１四半期連結累計期間における営業収益は119,583千円(前年同期比0.3％増)、営業利益は15,046

千円(同33.0％増)となりました。

(2) 経営方針・経営戦略等

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はあ

りません。

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更、及び新

たに生じた課題はありません。

(4) 研究開発活動

当第１四半期連結累計期間において、特記すべき事項はありません。

３ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定、又は締結等はありません。
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種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 24,288,000

計 24,288,000

第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

② 【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末

現在発行数(株) 
(2019年６月30日)

提出日現在発行数(株)
(2019年８月９日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品

取引業協会名
内容

普通株式 7,137,000 7,137,000
東京証券取引所
市場第一部

単元株式数
100株

計 7,137,000 7,137,000 － －

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金
増減額
(千円)

資本金
残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2019年４月１日～
2019年６月30日

－ 7,137,000 － 831,233 － 331,233

(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(6) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載す

ることができないことから、直前の基準日(2019年３月31日)に基づく株主名簿による記載をしております。

① 【発行済株式】

2019年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式(自己株式等) － － －

議決権制限株式(その他) － － －

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式 100 － －

完全議決権株式(その他) 普通株式 7,130,200 71,302

権利内容に何ら限定のない
当社における標準となる株
式(単元株式数は100株)であ
ります。

単元未満株式 普通株式 6,700 － －

発行済株式総数 7,137,000 － －

総株主の議決権 － 71,302 －

(注)１．株式給付信託(Ｊ-ＥＳＯＰ)が所有する当社株式132,670株(議決権の数1,326個)につきましては、「完全議決

権株式(その他)」に含めて表示しております。

２．「単元未満株式」欄の普通株式には当社所有の自己株式85株が含まれております。

② 【自己株式等】

2019年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

日本モーゲージサービス株式
会社

東京都港区西新橋三丁目７番
１号

100 － 100 0.00

計 － 100 － 100 0.00

(注) 株式給付信託(Ｊ-ＥＳＯＰ)が所有する当社株式132,670株につきましては、上記自己株式等に含まれておりませ

んが、連結財務諸表においては自己株式として処理しております。

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(2019年４月１日から2019年

６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(2019年４月１日から2019年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表につ

いて、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

前連結会計年度
(2019年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2019年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 4,972,572 4,531,319

売掛金 561,262 412,873

営業未収入金 6,234,130 5,484,240

営業貸付金 1,960,530 2,113,140

その他 362,888 398,314

貸倒引当金 △2,197 △1,681

流動資産合計 14,089,186 12,938,206

固定資産

有形固定資産

建物 233,786 234,090

減価償却累計額 △39,720 △42,862

建物（純額） 194,065 191,227

工具、器具及び備品 91,268 106,777

減価償却累計額 △76,516 △78,441

工具、器具及び備品（純額） 14,752 28,335

その他 3,026 3,026

減価償却累計額 △1,815 △1,967

その他（純額） 1,210 1,059

有形固定資産合計 210,028 220,623

無形固定資産

ソフトウエア 137,817 174,093

その他 51,140 10,482

無形固定資産合計 188,958 184,576

投資その他の資産

投資有価証券 1,543 1,373

敷金 62,186 62,475

繰延税金資産 102,825 101,076

その他 219,378 251,218

貸倒引当金 △968 △961

投資その他の資産合計 384,964 415,182

固定資産合計 783,951 820,382

資産合計 14,873,137 13,758,588
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(単位：千円)

前連結会計年度
(2019年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2019年６月30日)

負債の部

流動負債

買掛金 472,870 267,297

短期借入金 ※  6,021,680 ※  5,124,520

未払金 362,844 283,384

前受金 1,341,314 1,391,290

営業預り金 1,035,080 1,210,770

未払法人税等 211,605 60,047

役員賞与引当金 25,511 －

賞与引当金 － 24,717

株式給付引当金 35,644 38,169

支払備金 62,376 62,036

その他 256,694 287,703

流動負債合計 9,825,622 8,749,937

固定負債

責任準備金 1,075,193 1,088,586

その他 9,548 11,559

固定負債合計 1,084,741 1,100,145

負債合計 10,910,363 9,850,082

純資産の部

株主資本

資本金 831,233 831,233

資本剰余金 328,233 328,233

利益剰余金 2,882,941 2,829,687

自己株式 △93,774 △93,774

株主資本合計 3,948,633 3,895,379

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 545 428

その他の包括利益累計額合計 545 428

非支配株主持分 13,594 12,699

純資産合計 3,962,774 3,908,506

負債純資産合計 14,873,137 13,758,588
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

(単位：千円)

前第１四半期連結累計期間
(自 2018年４月１日
至 2018年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2019年４月１日
至 2019年６月30日)

営業収益 1,502,523 1,541,597

営業原価 548,811 503,671

営業総利益 953,712 1,037,926

販売費及び一般管理費 678,603 756,560

営業利益 275,108 281,365

営業外収益

受取利息 3 0

受取配当金 30 30

受取手数料 67 48

その他 0 0

営業外収益合計 101 80

営業外費用

支払利息 7 4

その他 0 －

営業外費用合計 7 4

経常利益 275,202 281,441

税金等調整前四半期純利益 275,202 281,441

法人税、住民税及び事業税 86,157 84,002

法人税等調整額 △2,225 1,800

法人税等合計 83,931 85,802

四半期純利益 191,270 195,638

非支配株主に帰属する四半期純利益又は
非支配株主に帰属する四半期純損失（△）

1,095 △895

親会社株主に帰属する四半期純利益 190,174 196,534
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

(単位：千円)

前第１四半期連結累計期間
(自 2018年４月１日
至 2018年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2019年４月１日
至 2019年６月30日)

四半期純利益 191,270 195,638

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △26 △117

その他の包括利益合計 △26 △117

四半期包括利益 191,244 195,521

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 190,148 196,416

非支配株主に係る四半期包括利益 1,095 △895
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【注記事項】

(追加情報)

(賞与引当金の計上基準)

従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。

なお、連結会計年度末においては、連結会計年度末までの支給対象期間に対応する賞与は、確定賞与として処

理することとなっているため発生いたしません。

(従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引)

当社は、当社の株価や業績と従業員の処遇の連動性をより高め、経済的な効果を株主の皆様と共有することに

より、株価及び業績向上への従業員の意欲や士気を高めるため、従業員に対して自社の株式を給付するインセン

ティブプラン「株式給付信託(Ｊ-ＥＳＯＰ)」を導入しております。

(1) 取引の概要

本制度は、予め当社が定めた株式給付規程に基づき、一定の要件を満たした当社及び当社グループ会社の従

業員に対し当社株式を給付する仕組みです。

当社は、従業員に対し個人の貢献度等に応じてポイントを付与し、一定の条件により受給権の取得をしたと

きに当該付与ポイントに相当する当社株式を給付します。従業員に対し給付する株式については、予め信託設

定した金銭により将来分も含め取得し、信託財産として分別管理するものとします。

(2) 信託に残存する自社の株式

信託に残存する当社株式を信託における帳簿価額(付随費用の金額を除く。)により純資産の部に自己株式と

して計上しております。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、前連結会計年度末93,511千円、132,670株、当

第１四半期連結会計期間末93,511千円、132,670株です。
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(四半期連結貸借対照表関係)

※ 借入金に関し、取引銀行５行と当座貸越契約を締結しております。

これらの契約に基づく借入未実行残高は次のとおりであります。

前連結会計年度
(2019年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2019年６月30日)

当座貸越極度額 20,500,000千円 21,500,000千円

借入実行残高 6,021,680 5,124,520

借入未実行残高 14,478,320 16,375,480

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。 

前第１四半期連結累計期間
(自 2018年４月１日
至 2018年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2019年４月１日
至 2019年６月30日)

減価償却費 23,211千円 23,208千円

(株主資本等関係)

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間(自 2018年４月１日 至 2018年６月30日)

１．配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円) 

基準日 効力発生日 配当の原資

2018年６月４日
取締役会

普通株式 57,096 8  2018年３月31日 2018年６月29日 利益剰余金

(注)１．１株当たり配当額には、東証第二部上場記念配当１円が含まれております。 

２．配当金の総額には株式給付信託(Ｊ-ＥＳＯＰ)制度に係る信託財産として、資産管理サービス信託銀行株式会社

(信託Ｅ口)が所有する当社株式に対する配当金1,425千円が含まれております。 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの 

該当事項はありません。 

３．株主資本の金額の著しい変動

該当事項はありません。

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間(自 2019年４月１日 至 2019年６月30日)

１．配当金支払額

(決議) 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2019年６月３日
取締役会

普通株式 249,788 35 2019年３月31日 2019年６月28日 利益剰余金

(注)１．１株当たり配当額には、東証第一部上場記念配当15円が含まれております。

２．配当金の総額には株式給付信託(Ｊ-ＥＳＯＰ)制度に係る信託財産として、資産管理サービス信託銀行株式会社

(信託Ｅ口)が所有する当社株式に対する配当金4,643千円が含まれております。

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

３．株主資本の金額の著しい変動

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間(自 2018年４月１日 至 2018年６月30日)

１．報告セグメントごとの営業収益及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：千円)

報告セグメント
調整額 
(注)１

四半期連結 
損益計算書 
計上額 
(注)２住宅金融事業

住宅瑕疵保険
等事業

住宅アカデメ
イア事業

計

営業収益

外部顧客への営業収益 525,047 858,289 119,185 1,502,523 － 1,502,523

セグメント間の内部 
営業収益又は振替高

－ 9,497 1,075 10,573 △10,573 －

計 525,047 867,787 120,261 1,513,096 △10,573 1,502,523

セグメント利益 156,764 106,842 11,311 274,918 190 275,108

(注) １．セグメント利益の調整額190千円は、セグメント間取引消去額であります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間(自 2019年４月１日 至 2019年６月30日)

１．報告セグメントごとの営業収益及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：千円)

報告セグメント
調整額 
(注)１

四半期連結 
損益計算書 
計上額 
(注)２住宅金融事業

住宅瑕疵保険
等事業

住宅アカデメ
イア事業

計

営業収益

外部顧客への営業収益 593,793 828,221 119,583 1,541,597 － 1,541,597

セグメント間の内部 
営業収益又は振替高

－ 3,127 912 4,039 △4,039 －

計 593,793 831,348 120,495 1,545,637 △4,039 1,541,597

セグメント利益 159,592 106,515 15,046 281,155 210 281,365

(注) １．セグメント利益の調整額210千円は、セグメント間取引消去額であります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

前第１四半期連結累計期間
(自 2018年４月１日
至 2018年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2019年４月１日
至 2019年６月30日)

１株当たり四半期純利益 27円33銭 28円06銭

(算定上の基礎)

親会社株主に帰属する四半期純利益(千円) 190,174 196,534

普通株主に帰属しない金額(千円) － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益(千円)

190,174 196,534

普通株式の期中平均株式数(株) 6,958,800 7,004,145

(注)１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．株主資本において自己株式として計上されている株式給付信託(Ｊ-ＥＳＯＰ)に残存する自社の株式は、１株

当たり四半期純利益の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております(前第１四

半期連結累計期間178,200株、当第１四半期連結累計期間132,670株)。

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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２ 【その他】

2019年６月３日開催の取締役会において、次のとおり剰余金の配当を行うことを決議いたしました。

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2019年６月３日

取締役会
普通株式 249,788 35  2019年３月31日 2019年６月28日 利益剰余金

(注)１．１株当たり配当額には、東証第一部上場記念配当15円が含まれております。

２．配当金の総額には株式給付信託(Ｊ-ＥＳＯＰ)制度に係る信託財産として、資産管理サービス信託銀行株式会社

(信託Ｅ口)が所有する当社株式に対する配当金4,643千円が含まれております。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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有限責任監査法人トーマツ

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 末 村 あおぎ 印

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 菊 池 寛 康 印

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。

独立監査人の四半期レビュー報告書 

2019年８月９日

日本モーゲージサービス株式会社

取締役会 御中

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本モーゲージ

サービス株式会社の2019年４月１日から2020年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間(2019年４月１日

から2019年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(2019年４月１日から2019年６月30日まで)に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期

レビューを行った。

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本モーゲージサービス株式会社及び連結子会社の2019年６月30

日現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる

事項がすべての重要な点において認められなかった。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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